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安全・安心推進係

佐 賀 県 警 察 本 部 長

「安全・安心まちづくり推進要綱」の改正について（通達）

「安全・安心まちづくり」については、これまで「安全・安心まちづくり推進要綱

の改正について」（令和２年４月６日付け佐本生企発第199号）で示した警察庁策定

に係る「安全・安心まちづくり推進要綱」（以下「要綱」という。）に基づき取組を

推進してきたところであるが、この度、要綱が別添のとおり改正された。主な改正点

は下記のとおりである。

各警察署においては、市町のまちづくり関係部局等と緊密な連携を図りつつ、一層

推進されたい。

なお、本通達については、警察庁において国土交通省と協議済みである。

記

○ 主な改正点

⑴ 自治体、地域住民、建築業界等と協働した安全・安心まちづくりの推進について

ハード面とソフト面の対策を効果的に組み合わせた安全・安心まちづくりの推進のた

めの必要事項として、必要に応じて部外の研究機関等の学術的な知見等を参考とする

ことを追加した。

⑵ 資機材の整備について

資機材の整備に当たっては、地域の犯罪情勢の分析、防犯設備業界による防犯診

断等を行うなど、その効果が最大限高められるよう努めることを追加した。

⑶ 担当者の配置と自治体関係部局等との連携関係の構築について

資機材の整備に関する補助金等の予算措置が講じられるよう自治体関係部局との

連携を強化することを追加した。

⑷ 防犯カメラの設置について

防犯カメラの設置が必要な場所、その具体的な場所を洗い出す際の着眼点及びそ

の他の留意事項について追加した。
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